
目　　次

平成 29 年      月          日（金）

No.  14596　１部370円（税込み）

12 22

１．はじめに

　近年、IoTは社会の関心を集め、さまざまな業
界の企業がIoTを活用した新規事業を検討してい
る。また、多くの標準化団体やフォーラム等がIoT

関連の標準規格（以下、IoT標準規格）の策定を進め、
標準化を推進する企業等は標準規格必須特許（以下、
必須特許）の権利化を進めている。
　従って、IoTを活用した新規事業を検討する企業
としては、デバイスや完成品またはシステムを開
発する製造業者もサービスの運用事業者も、IoT標
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準規格を策定する標準化団体（以下、IoT標準化団
体）等の規定するパテントポリシー（必須特許に関
する取り決め）と必須特許権者の実施許諾の意思を
確認しておくことが重要である。IoT標準規格を製
品に搭載するに際して、必須特許の存在を確認する
ことなく、市場で製品を販売した後に、必須特許の
特許ライセンス料の総額が事業収支に影響すること
が判明し、事業撤退を余儀なくされることもありう
るからである。特に、これまで必須特許に関わるこ
とが少なかった業界では必須特許に対する理解と必
須特許ライセンス料の支払いリスクへの備えが不足
しているので、留意すべきである。本稿では、主要
なIoT標準規格を整理した上で、IoT標準化団体等の
パテントポリシーを分析し、これらのパテントポリ
シーの IoT事業への影響を考察する。

２．標準規格とパテントポリシー

　標準規格は、万人に使用されることを目的として
策定されるが、企業が必須特許を取得することは
特許法等で制限されるものでない。そのため、市場
で標準規格を搭載した製品が普及した後に、標準規
格を搭載した製品やシステムの販売や運用事業者に
対して、必須特許を保有する企業による権利行使

（ホールドアップ）が発生し、大きな問題となった。
標準化団体は、90年代頃からこの問題を認識し、こ
の問題解決の手当として、パテントポリシーを制定
して、標準規格策定に参加する企業に一定の約束を
させることにした。その約束とは、特許権者に実施
許諾の意思があると表明（特許宣言）させるもので
あり、実施許諾条件としては無償またはFRANDを
選択させるものである。
　FRANDとは「Fair, reasonable, and non-discriminatory 
terms and Conditions 公正、合理的かつ非差別的な
条件」の略称であるが、いずれの標準化団体におい
てもFRANDがどの程度の金額や実施料率か具体的
かつ明確にはしていなかった。その後、標準化団体
のパテントポリシーの整備によって問題となってい
たホールドアップは沈静化したものの、近年、標準必
須特許のFRAND条件を争点とする特許侵害訴訟１,２

が多発し、裁判所の合理的実施料の算定に関する判

決に注目が集まった。

３．IoTに関連する標準規格の動向

（１）IoTに関連する標準規格の概要

IoTの技術は、データを収集するデバイスと
データを出力するアクチュエータ、ネットワー
ク、サーバーから構成される。もう少し厳密には、
IoTの技術は、デバイス層、狭域ネットワーク層、
広域ネットワーク層、プラットフォーム層、アプ
リケーション層に分類することができる。さらに、
IoT標準規格は各階層の技術である「水平系標準
規格」と階層を縦断した「垂直系標準規格」に大
別できる。

（２）デバイス層

デバイス層の標準規格の動向としては、宅
内・オフィス内のデバイス間の連携やリモート制
御の推進するフォーラム団体が乱立していたが、
QualCommを中核として対立関係にあったAllseen
がOCF（旧OICと旧UPnP）に吸収統合された結
果、OCFは多くの企業をメンバーとして抱える巨
大フォーラムとなり、フォーラムの乱立状態は沈
静化した模様である。このOCFと競合関係にある
Apple社の独自規格HomeKitは、iOS端末から提携
するメーカーの家電機器の遠隔制御を実現してい
る。

（３）狭域ネットワーク層

狭域ネットワーク層の標準規格の動向として
は、IoTが注目される以前から存在する標準規
格（Bluetooth、ZigBee、Echonet等）の機能強化
や新たなIoTに特化した標準規格（Thread Goup、
Wi-SUN等）が複数存在し、統合化の動きは見られ
ない。IEEEは、IoT向けに802.11の狭帯域化、消
費電力の削減及び伝送距離向上を図って802.11.ah

（Wi-Fi Halow）を策定した。また、IEEEは802.15.4
を拡張して802.15.4.gの策定を行った。日本が主
導しているWi-SUNはこの802.15.4.gのスマート
メーターへの適用を推進している。また、IETF
は802.15.4gのヘッダ圧縮等によりIPV6化を行う６


